
●継続的に実施している取組

◎令和７年度に実施した取組

施策1 【「住まいの相談窓口」の充実】(補強)

・「住まいの相談窓口」を継続して開設

・協定団体等と引き続き連携

・新たな協定団体の掘り起こし

・「茅ヶ崎市居住支援協力不動産店登録制度」による住まい

探しの支援を引き続き実施

●平成28年度の「住まいの相談窓口」開設以降、協定団体等と連携して実施

◎新たな協定団体の掘り起こし … 日本高齢者支援センター及び空家・空地管理セン

ターと新たに協定を締結（R7.11.28）

●令和3年度の「茅ヶ崎市居住支援協力不動産店登録制度」開設以降、協力不動産店

による住まい探しの支援を実施

施策2 【「茅ヶ崎市居住支援協議会」の開催】(補強)
・「茅ヶ崎市居住支援協議会」で協議し、情報の充実や住ま

いのセーフティネットの構築

●令和4年度に茅ヶ崎市居住支援協議会を立ち上げ

◎「令和7年度第1回茅ヶ崎市居住支援協議会」を開催(R7.7.18)

◎「令和7年度第2回茅ヶ崎市居住支援協議会」を開催(R8.1.22)

施策3 【住まいに関連する施策等の周知と活用促進】(継続)
・住まいに関する情報を積極的に発信

・庁内及び関係機関等にも周知

◎住まいに関する情報の発信 … 継続して実施するとともに、住まいの終活セミナー

＆個別相談会を開催(R8.1.10)

●庁内及び関係機関等に周知 … 継続して情報周知

施策4 【市営住宅の有効活用と公的賃貸住宅との連携】(継続)
・市営住宅の有効活用、県営住宅やUR賃貸住宅との連携を

継続して実施
●市営住宅の有効活用、県営住宅やUR賃貸住宅との連携 … 継続して実施

施策5 【空き家の発生予防施策の実施】(継続) ・セミナー等によるきっかけづくり
◎セミナー等によるきっかけづくり … 住まいの終活セミナー＆個別相談会を開催

(R8.1.10)

施策6 【空き家の利活用方法の構築】(補強)

・空き家バンクへの参画

・若者・子育て世代や住宅確保要配慮者などの住まいとして

活用できる方策について検討

●令和6年度の「茅ヶ崎市空き家バンク」開設以降、制度運用中（バンク登録実績0

件）

●若者・子育て世代や住宅確保要配慮者などの住まいとして活用できる方策につい

ての検討 … 令和7年度は要望・実績なし

施策7 【マンション管理士等のアドバイザー派遣】(継続) ・必要に応じたマンション管理士等の派遣

●マンション管理士等の派遣の周知 …継続して情報周知

 ◎マンション管理士等の派遣 … 令和7年度に県のマンションアドバイザー派遣制度

を活用（1件）

◎住まいの終活個別相談会において神奈川県マンション管理士会と連携し、所属マ

ンション管理士による相談対応を実施（R8.1）

施策8 【マンション管理計画認定制度の活用促進】(新規)
・マンション管理計画認定制度を開始

・様々な支援策の周知

●令和6年度からマンション管理計画認定制度を運用（認定実績累計7件）

◎マンション管理計画認定制度に関する相談対応の充実及び様々な支援策の周知 …

固定資産税の減額の周知やマンション関係法の改正に伴う各種決議要件の緩和等に

関する相談対応を実施

◎市広報紙にてマンション管理計画認定制度の周知啓発を実施

施策9 【分譲マンション管理組合等への情報提供】(新規)

・マンション管理組合の情報把握等のネットワーク構築に向

けて交流会の開催

・団体等と連携した活動についての共有

●マンション管理組合交流会（県）の周知 … 令和７年度周知協力実施

●マンション管理・再生セミナー（県）の周知 … 令和７年度周知協力実施

◎県開催のマンション管理組合交流会（茅ヶ崎会場）にオブザーバー参加し、取扱

いテーマや参加者の関心対象等を研究（R8.1）

施策10 【各種制度による住環境の向上】(継続)
・住環境や景観の維持・保全に向けた法令等による各種制度

について周知啓発

●住環境や景観の維持・保全に向けた法令等による各種制度（地区計画、建築協

定、景観協定等）について周知啓発 …継続して実施

取組１　誰もが安心して住むことができるセーフティネットの構築
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施策内容（概略） 令和8年3月時点での取組状況

方針１　安心して住み続けられる住まいづくり　

取組２　空き家の発生予防や利活用などの一体的推進

短期

（２年）

計画期間（R6～15）

⾧期

（10年）

中期

（７年）

取組４　安全・安心な住まいづくり

施策名

取組３　マンション管理の適正化

検討・準備 試行 実施
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施策内容（概略） 令和8年3月時点での取組状況
短期

（２年）

計画期間（R6～15）

⾧期

（10年）

中期

（７年）

施策名

施策11 【災害・防犯等に配慮した安全・安心な住まい・まちづくり】(新規)

・ハザードマップの周知などの自然災害等に対応する防災意

識の醸成

・防犯性能の高い住宅・まちづくりに関する情報等の既存の

施策について発信

・災害により被災者が発生した場合は、生活の再建に必要な

恒久的な住まいの速やかな確保に向けた取組

●ハザードマップの周知 …継続して情報周知

●防犯性能の高い住宅・まちづくりに関する情報等の既存の施策について発信 … 継

続して実施

◎災害により被災者が発生した場合の生活再建に必要な恒久的な住まいの速やかな

確保に向けた取組 … 「事前復興まちづくり指針」策定に合わせた関連事項の確認

施策12 【若者や子育て世代が魅力を感じる住まいや住まい方の整備】(新規)

・若者に向けたシェアハウスやテレワーク、職住近接等の多

様な住まい方の情報発信

・安心して子育てできる住まいの確保のための家庭の状況に

応じた柔軟な住替え等の支援を実施

●シェアハウスやテレワーク、職住近接等の多様な住まい方の情報発信を検討

●柔軟な住替え等の支援の実施を検討

◎令和6年度に開催した市民討議会の報告書を分析し、市民意見の詳細な傾向把握を

実施

施策13 【茅ヶ崎らしい住まい・暮らし方の発信】(補強)

・「茅ヶ崎らしい」住まい・暮らし方について検討

・本市に住まうことのモチベーションにつながるような施策

を検討

●「茅ヶ崎らしい」住まい・暮らし方について検討、本市に住まうことのモチベー

ションにつながるような施策を検討

◎令和6年度に開催した市民討議会の報告書を分析し、市民意見の詳細な傾向把握を

実施

施策14 【地域コミュニティ創出に向けたコーディネーターの派遣】(新規)

・地域の抱える問題に寄り添い、解決を目指すコーディネー

ター派遣を実施

・地域の実情に応じたワークショップの開催なども検討

◎コーディネーター派遣のためのスケジュールや必要経費等、事業実施を具体化す

るための関連事項を整理

◎景観まちづくり市民団体である「松風台まちづくり運営委員会」主催の学習会に

参加し、地域課題について意見交換を実施（R8.1）

施策15 【人と環境にやさしい住宅ストックの形成】(補強)

・住宅の断熱性向上やバリアフリー化などを推進

・「茅ヶ崎らしい」環境を活かした住まい・住まい方につい

ても検討

●住宅の断熱性向上やバリアフリー化などを推進 … 継続して実施

●「茅ヶ崎らしい」環境を活かした住まい・住まい方についても検討 … 施策13と同

じ

施策16 【民間賃貸住宅活性化事業の構築】(補強)
・本市に合ったセーフティネット住宅の普及等の方策を検討

・家賃補助制度についても、導入の可能性について検討

◎セーフティネット住宅の普及等の方策を検討 … 令和7年10月より制度開始した居

住サポート住宅の認定事務運用体制の庁内整備

●家賃補助制度導入の可能性について検討 … 令和7年度は実績なし

施策17 【居住支援法人等のプレイヤー発掘】(補強)

・本市を拠点とする居住支援の活動を行う法人等を発掘

・「茅ヶ崎市居住支援協議会」の会員や福祉関係団体等に広

く周知し、活動の活性化を促進

●本市を拠点とする居住支援法人等を発掘 … 居住支援法人化促進のため関連情報を

共有

●「茅ヶ崎市居住支援協議会」の会員や福祉関係団体等に広く周知し、活動の活性

化を促進 … 現法人の活動内容や知見について、協議会活動を通して会員に普及

施策18 【住み替え支援方策の構築】(補強)

・JTI（一般社団法人移住・住みかえ支援機構）のマイホー

ム借上げ制度等の既存の制度の周知

・多様な住み替えの選択肢としてリフォームやリノベーショ

ンの促進

◎JTI（一般社団法人移住・住みかえ支援機構）のマイホーム借上げ制度等の既存の

制度の周知 … 住まいの終活セミナー＆個別相談会での講演及び相談対応を実施

◎多様な住み替えの選択肢としてリフォームやリノベーションの促進 … 日頃より実

施している「住まいの相談窓口」での相談対応のほか、住まいの終活セミナー＆個

別相談会でも多様な住みかえの選択肢を紹介

取組９　ライフステージに応じた住み替え対策の検討

取組８　官民連携による民間賃貸住宅の活用促進

取組７　良質な住宅ストックの形成

方針３　民間と連携・協働した住まいづくり

方針２　まちを活性化する住まいづくり、住んでみたいと思う魅力ある住まい・住まい方づくり

取組５　「茅ヶ崎らしい」住まい・暮らし方の推進

取組６　地域コミュニティの活性化促進


